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Abstract
Synopsis:Thepurposeofthisstudyistoclarifythetrendsoftheintergenerationtransfersofhousesandthoseeffects
/
onthehousingneedsforyoungfamilyhouseholdswholiveintherentedhousesinTokyometropolitanarea,by
analyzingthedataof1998HousingNeedsSurveyofJapan.
Thesummaryoftheresultsisasfollows;
1)About70%ofyoungfamilyhouseholdswillbeabletoinheritthehousefromtheirparents.
2)Bothofthepresentlivingconditionandthehousingimprovementplanfortheyoungfamilyhouseholdsare
influencedbythepossibilityoftheinheritanceoftheparents'houseinthefuture.
3)Therearegapsanddifferencesinthehousingandlivingconditionbetweenthefamilyhousehold(theageofoldest
childis12-17)whocaninherittheparents'houseandnot.
KeyWords:StatisticalAnalysis,IntergenerationTransferofHouse,YoungFamilyHousehold,HousingNeed,Living
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1.研究の背景 と目的
現代 は少子化の時代である。わが国で少子化の現象が社
会的に取 り上げられるようになったのは1990年代以降の こ
とである。出生率の低下か ら,1.57ショック,1.53ショッ
クと喧伝された1。しかし,この少子化の現象は,戦後す ぐ
のベ ビーブームの終了直後か ら始まってお り,特に,1955
年以降生まれの世代では,兄 弟数二人とい うのが一般的で
あった2。文字通 り,長男 ・長女の世代である。1990年代 と
いうのは,こ うした世代のほとんどが結婚 し,自 らの子供
を産み育てることが本格化 した時代 である。
こうした兄弟数が少ない世代の世帯形成 と住宅 との関係
を考えてみた場合,避 けて通れないテーマ として 「住宅資
産の相続」がある。相続は親子間ゐ関係 を規定す る重要な
要素であるが,戦 前の民法では 「家督相続」 として長男の
みが老親の扶養義務を含めて全ての家督 を相続 したのに対
し,戦後民法では親の遺産は子供による差がない 「均分相
続」が原則である.そ れに加 えて兄弟数が少ない となると,
若い世代では親の資産,中 でも住宅を相続できる可能性が
圧倒的に高 まっていると考えられる3。まずは,その実態を
把握する必要がある。既往の研究では,若 年世代で相続可
能性が増えていることは指摘されているが,全 数的な規模
で量的にきちん と把握 された資料はまだない4。
また,相 続可能な住宅が どこかにあるとなると,相続者
の居住状況 も大 きくそれに影響 される。将来は相続住宅に
居住 し自らは住宅を所有 しない,あ るいは,将 来は相続住
宅 を処分 し原資にできるので,自 らの経済的負担 を省いた
り,経済的負担能力以上の住宅 を取得す ることが可能にな
る。つまり,住宅相続の可能性が,相 続す る次の世代 の住
宅需要動向を大きく左右する可能性がある。その意味で,
住宅相続の可能性 という属性によって住宅需要が どのよう
な影響 を受けるのか を明らかにす る必要がある5。
そこで,本研究では,1998年12月に建:設省が実施 した住
宅需要実態調査6のデータをもとに,首都圏の借家世帯に居
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住する子育て世帯 を対象に,住 宅相続の可能性の実態 と,
その相続可能性 という属性の違いによって生 じる住宅需要
の特性 を解明する7。
なお,こ こでいう子育て世帯 とは,子 供 を持つ可能性の
高い夫婦世帯(妻40歳未満)か ら夫婦 と長子0～18歳未満
までの子供からなる核家族世帯をい う。子育て世帯は,子
供の成育に伴 う住宅改善意欲8が旺盛で,中でも借家居住世
帯がその中心である。世帯主が少子化世代であり,かつ住
宅需要の中核 をなす という意味で,現 子育て借家世帯に対
象 を絞 った。
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2.分 析 の方法
本研究で分析の対象 とする子育て世帯の定義は以下のと
お りである。以下,こ の分類にしたが って①～④ と表記す
る。 これらの世帯 はすべて借家居住である。分析対象 とす
る圏域(東 京都,神 奈川県,千 葉県,埼 玉県)で の該当世
帯数 を示す9。
①夫婦のみ世帯(妻40歳未満):383千世帯
②夫婦 と子供の世帯(長 子0～6歳 未満):458千世帯
③夫婦 と子供の世帯(長 子6～12歳未満):279千世帯
④夫婦 と子供の世帯(長 子12～18歳未満):210千世帯
3.分析対象の基本属性
(1)世帯主年 齢
世帯 主年齢 を平均値 でみ る と,①31.5歳,②32.1歳,③
38.1歳,④43.8歳で ある。(表1)
(2)世帯年収
世 帯年収 の分布 に,① か ら③ の間に はそれ ほ ど大 きな違
いは ない。500～700万円の ところに約3分 の1が 集 中 して
い る。④ は それ以外の ス テー ジに比べ ると高所得 層の割合
が高 い。 平均値 は,①624万円,②553万円 と夫:婦のみ の方
が約70万円 も高い。③ は653万円,④ は712万円で ある(図
1,表1)
(3)現住 宅の種 類
ライフ ステー ジが高い ほ ど,民 営借 家の割合 が減少 し,
反対 に公 営住 宅,公 的借家 の割合 が高 くな る。① では73.6
%が 民営 借家 で ある。 ② にな る と公営 住宅,公 的借家(公
表1世 帯型別属性の平均値
世帯主年齢 世帯収入 住宅面積 住宅室数 家貰
夫婦のみ(妻40才未満) 315 624 51 29 75
夫婦+子(長子～6才未満) 32.1 553 5 3.2 フ2
夫婦+子(長子6～12才未満) 38.1 653 56 3.5 74
夫婦+子(長子12～18才未満) 4?.8 712 61 3.8 79
全体 35.2歳 615万円 54m 3.3室 72千円
団,公 社の賃貸住宅)の 割合が増加す るが,こ れは子供の
誕生のために比較的規模の大 きな公共借家に転居する世帯
があるからだろう。③ では給与住宅の割合が相対的に高 く
4分の1を 占める。④では民営借家の割合は約半分にな り,
公的借家が17.3%と高い割合 を占め る。(図2)
(4)住宅の床面積
住宅の床面積の分布は① と②,③ と④がそれぞれ近似 し
ている。① と②では40m2台のところにピー クがあ り,全体
の約3割 を占める。③ と④では,40～60m・台の ところに全
世帯の約3分 の2が 集中す る。平均値では,①51m',②52
m',③56m2,④61m2である。(図3,表1)
(5)家賃額
家賃の分布 をみると,いずれのライフステー ジも80～100
千円未満の ところに ピー クがあるが,① は②に比べ ると高
家賃層の割合が高い。共働 きによりある程度の家賃負担が
可能な世帯が多いためだろう。③,④では80～100千円未満
をはさんでより安 い家賃の層 と,高 い家賃の層に分化す る
傾向が見られる。平均値は,①75千円,②72千円,③74千
円,④79千円で差異は小さい。(図4,表1)
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4.子育て世帯の住宅相続の可能性
首都圏の借家に居住する子育て世帯について,相 続でき
る住宅の有無 とそこでの居住意向について調べた結果が,
図5で あるlo。何 らかの形で相続できる住宅がある世帯(以
下,相 続可能世帯 とす る)率 は,①67.2%,②67.5%,③
60.3%と極めて高率である。④になると相続可能世帯率 は
49.8%と半分 を割 り込む。こうした傾向は世帯主 ・配偶者
の コー ホー トに関係 していると思われる。
世帯主年齢 の平均値 をもとにその 出生年 をみ ると,①
1966年生れ(標本標準偏差2.6歳),②は1965年生れ(同2.3
歳),③は1960年生れ(同2.6歳),④は1954年生れ(同3.3
歳)で ある。いずれ も既に少子化の時代に突入 してから生
まれた世代 であるが,時 代が下 るほど少子化の傾向が著 し
く,その分,相 続可能な住宅のある世帯率が増大 している
と考 してえられる。また,④で相続可能世帯率が低 いのは,
このステージまで借家に居住 しているのは相続可能な住宅
がなか ったか らだという世帯が相対的に多い可能性 もあ
る。(図5-a)
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一方,こ うした相続可能な住宅に対 して住むか どうかで
あるが,① から③のステージでは,相 続可能世帯の半数近
くが 「相続するが住むかどうかわからない」 とし,④ では
4割を切る。「住む」という世帯は各 ライフステージで相続
可能世帯の2割 程度 を占める。「相続す るが,住 まない」と
す る世帯 もあるが,① から③は相続可能世帯の概ね1割程
度である。④ではやや増 える(15.3%)。また,「相続 でき
る家があるが,相 続 しない」という世帯は,① か ら④ まで
共通 して相続可能世帯の2割 強を占める。(図5-b)
世帯数 でみ ると,子育て世帯全体では,相 続 して住む世
帯が18万世帯,住 むかわからない世帯が約39万世帯,住 ま
ない世帯が8万 世帯,相 続 しない世帯が19万世帯で,合計
84万世帯が相続可能世帯である。相続できる住宅がない世
帯は49万世帯である。(図6)
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相続可能な住宅があるかどうか とそれに住むかどうかの
属性別に,そ れぞれに該当す る世帯にどのような特徴があ
るのかをみたのが図7,8で ある。
年収分布は各ステー ジとも正規分布 に類似していたので
平均値 で比較す ると,「相続す るが住 まない」という世帯の
値 は他の属性に比べて高い値 を示す。「相続 し住む」という
世帯の場合は,平 均値でみる限 り各 ライフステージとも他
の相続可能世帯に比べ低 い。「相続するが住むか どうかわか
らない」世帯の年収の平均値は,住 む世帯 と住まない世帯
の中間にある。相続す る住宅があって も,そ こに住むかど
うかの決定には収入の多寡が多少 とも影響するような傾向
がみられ る。所得 が低ければ居住 し,所得が高ければ別の
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家 を自ら購入するという図式である'1。「相続できる家があ
るが相続 しない」とい う世帯の特徴は,「相続するが住むか
どうかわか らない」世帯に似ている。
一方,「相続できる家はない」とする世帯の年収の平均値
は,② か ら④では他の属性に比べて最 も低い。相続住宅の
有無 という資産格差 と,年収 とい うフローの所得が連動 し
ている傾向が窺 える。(図7-a)
住宅の相続可能性 と現住宅の住宅面積,家 賃 との関係を
みると,①から③のステージでは大 きな差異が認められな
い。 ところが,④ では大 きな違いが生 じている。平均値で
みると,「相続できない」世帯の住宅面積 は小 さく(56m・),
(26)
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家賃 も低 い(66千円)。『これに対 して,「相続 し住 まない」
世帯は,広 い面積に居住 し(82㎡),家賃 も高い(122千円)。
その他の属性の場合は,両 者の中間に位置する。 これには
二つの解釈が可能である。第一は,先 にみたように相続で
きない世帯は年収 も低 く,したがって家賃の安い小 さな住
宅に居住 しなければならない。第二は,相 続できる住宅が
ないので,家 賃の安い小 さな住宅に居住 して,次 の住宅改
善に備 えているという説明である。(図7-b,c)
住宅の相続可能性 と現在の住宅種類 との関係は,② を除
いては公共借家で 「相続 しない」「相続できない」世帯の割
合が高い。特に,③,④ では,公 営住宅,公 的借家の6割
以上は相続できる住宅がない世帯であ り,特徴的である。
給与住宅世帯では①から④ とも相続可能世帯が多い。②の
場合は,公 営住宅居住世帯の相続可能性の属性が他のステ
ー ジとは違 う特徴 を示 している。公営住宅の入居条件か ら
みて,家族数 が増 えて所得の低 い若年世帯は入居 しやす く,
他のライフステー ジに比べ ると属性の範囲がよ り広いため
と考 えられる。(図8)
6.住宅の相続可能性の属性 と住宅改善計画
6.1住宅改善計画の有無
住宅の相続可能性についてどのような属性であるかによ
って,将 来の住宅改善計画に違いが見 られる。 また,① か
ら③ までのステー ジと④のステージでは,相 続可能性の属
性によって住宅改善計画に大 きく異なる傾向が見られる。
図9は 住宅の相続可能性の属性別に,各 ライフステージに
おける住宅改善の計画 を持つ世帯の割合 を示 したものであ
る12。
その結果,① か ら③のステージでは,住 宅改善計画を持
つ世帯割合が もっとも高いのは,「相続す るが住まない」と
す る層および 「相続できる家があるが相続 しない」 とす る
層で,こ れらの属性の60%以上の世帯が改善を計画 してい
る。相続できて も 「住 まない」,「相続 しない」 とい うこと
が動機付けになって,高 い率につながっていると推測でき
'
る。次いで 「相続するが住むかどうかわか らない」 とす る
層の改善計画世帯率が高 く50%を超える。また,② での改
善計画世帯率が高いのは子供の誕生を契機に住宅改善の行
動が具体的になるからであろう。
ところが,こ れ とは対照的なのが,「相続し住む」という
層の住宅改善計画世帯率である。①から③では他の属性 と
比較 して最 も低い値である(①32.8%,②45.5%,③35.1
%)。「相続 し住む」ことが若い世帯の住宅改善意欲にブレ
ー キをかける傾 向があることがわかる。
他方,「相続できる家はない」層の住宅改善計画世帯率は,
⑳〔鉾
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ある世帯の割合
最 も高い②では50%を超えるが,そ の他では40%強で相対
的には低い。相続できる家がなければ 自らの力で住宅改善
を行わな くてはならないのに,計 画率が低 いという特徴が
ある。
一方,④ のステー ジに該当す る世帯になると,①か ら③
のステー ジとは まった く異 る傾向がある。①か ら③ では低
かった 「相続 し住む」層の住宅改善計画世帯率が格段に高
くな り,50%近くにまで達する。 これは,④ のステージで
住宅の相続 とそこへの転居が具体的な視野に入 って くるた
めだろう。いいかえれば,こ のステージで相続が発生 し,
それに伴 う住居変動が多いといえる。また,「相続し住まな
い」層以外では,住 宅改善計画世帯率が著 しく低 くなって
お り,いずれの層でも40%を割 り込む。相続が不確定だっ
た り,相続できない場合 は,現在の借家居住を将来 も継続
するものが多いといえる。
6.2住宅改善計画の内容
住宅の改善計画の内容 について も,住宅の相続可能性の
属性による違いが見られる。 また,こ こで も,同 じ借家世
帯であって も①か ら③ までのステー ジにある子育て世帯
と,④ のステージにある子育て世帯では住居改善計画の中
身に大 きな違いが見 られる。
「相続 し住む」世帯の場合,① では「新築」(32.8%)「譲
(27)
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受・同居」(34.2%)の割合が高い。これは親世代 との関係
か らみて,親 援助による新築や,親 主導型の同居が多いと
いうことだろう。② では,「譲受 ・同居」(39.5%)の次に
「賃借」(26.7%)の計画が多い。 これは相続・同居に行 き
着 く以前に もう一回程度は賃貸住宅 を住替えようという計
画であろう。③ では 「新築」(33.8%)と「建替」(18.7%)
の割合が高い。親子連合で同居用住宅 を新築 または建替 よ
うということだろう。
一方,「相続 し住まない」層では①から③では 「購入」を
計画 している割合が他の層に比べ高い。「相続できない」層
では,他 の層に比べ ると 「新築」の割合が相対的に低 く,
「賃借」の割合が相対的に高い傾向がある。(図10-a～c)
④ のステー ジでは,「相続 し住 まない」層では「土地購入」
の割合が30%と高 く,「購入」 と同 じ程度の率である。「相
続 し住む」層では 「譲受 ・同居」(39.5%)の他に 「購入」
(23.9%)の率が他のステージ比べ ると高い。親の家 を処
分す ることによって住宅購入 を計画する世帯がこのステー
ジでは増 えることがわか る。「相続できる家はない」層では
住居改善の計画世帯率 その ものが低かったが,計 画のある
世帯でも,最 も多いのは 「賃借」で過半を占める。④の住
宅改善計画の動向は,① か ら③のステージとは大きく異な
り,しか も,住宅の相続可能性によって住宅需要動向に大
きな違いが生 じることが確認 された。(図10-d)
・7.結 語
'・少子化 の進展 とともに,若 年世代ほど住宅の相続可能性
が高 まっていることが確認 された。首都圏の借家居住で若
年子育て世帯(夫婦のみ(妻40歳未満),夫婦 と子供(長 子
6歳未満)の 相続可能性 は7割近 くに達 している。
この率は,親 が持家で子供二人として,そ の子供同士が
結婚 して新世帯 を形成 したと考えた場合の理論的な住宅相
続可能性率にほぼ一致 している13。少な くとも首都圏では,
もはやこうした潜在的な持家層の存在を抜きに しては将来
の住宅需要 を語れないといえる。
'・'ところが,住宅の相続可能性によって,世 帯の経済的な
格差が生 じている可能性がある。相続できる世帯の方が世
帯年収 も高 く,よ り高額な家賃負担でよ り広い住宅に居住
す る傾向がある。相続できない世帯では将来の住宅改善意
欲 も低い。相続資産の格差が次の世代の経済格差につなが
ることは野口(1991),麻生・紙谷(1994)らによって指摘
されているが,本 研究では相続の有無が借家居住の状況に
まで影響 を及ぼ し,しか も将来の住宅改善計画 も左右す る
ことが確認された。 こうした相続可能性 と借家居住の格差
の存在は,今 回分析対象 とした相対的に住宅 ・土地価格の
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(28)
首都圏における子育て世帯の住宅相続の可能性とそれに関連する住宅需要の特性
高い首都圏固有の特徴 とも考えられるが,少 なくとも大都
市地域では,住 宅の相続格差が,次 の世代の生涯にわたる
居住格差につながる可能性が高い。
・住宅の相続可能性 とそこに実際に住むかどうか という判
断によって,若 年子育て世帯の住宅改善計画に大 きな違い
が生 じることがわかった。相続できるが,住 まない許相続
しないとい うものの住宅改善意欲は旺盛であ り,これらの
層が住宅購入の重要な需要層になっている。反面,相 続 し
住む層での住宅改善意欲はそれほど高 くな く,こ うした層
が多くなると若年世帯の住宅需要 その ものが衰微する可能
性がある。その意味で,住 むか どうかわからない層の動向
が将来の住宅需要を大 きく左右する。この層は相続可能世
帯の半分近 くを占め,こ の層の選択が需要量の鍵 を握る。
・①から④ のライフステー ジ別の差異からみて,長 子12歳
未満の時点ではライフステー ジによるそれほど大 きな差異
はないが,④ のステー ジはそれ以外 とは明らかに異なる。
第一に,住 宅の相続可能性によって所得,住 宅面積,家
賃額の格差が広が る。第二に,相 続可能でその住宅での居
住意向がはっきりしている場合には,④ の段階 まで住宅改
善の具体化を持 ち越す世帯が少 なくな く,この時期 に活発
になる。 しかし,そ うでない場合には住宅改善 をあ きらめ
るものが増え,借 家居住の継続 を計画する世帯が相対的に
は多 くなる。④のステ「ジで,住 宅の相続可能性による居
住状況の違いがはっきりと顕在化 し,その格差が大 きくな
る。 こうしたライフステー ジによる需要特性を踏まえて,
子育て世帯への住宅供給を考えなければならない。
おわ りに
本研究によって,首 都圏における子育て借家世帯の住宅
の相続可能性の実態とそれに関連する住宅需要特性が定性
的にはある程度明 らかになった。次の段階では,こ うした
特性をもとに,少 子化の進展状況にあわせた住宅需要量の
試算などた発展できる可能性があるが,そ れは次の研究課
題 として残 されている。また,地 域的な差異についての検
証 を行 う必要 も残 されている。
〈注>
11.57,L53は合計特殊出生率の値であるが,こ れは1人
の女性が仮にその年次の出生率で一生の間に子供 を産む
とした場合の平均子供数である。
2落合(1994)によると,日 本での出生率は,ベ ビーブー
ム直後に第一の低下を見,そ の後 しば らく安定的に推移
したあと,75年以降再び急速な第二の低下 を見ている。
落合は,第 一の低下では単なる少子化でな く兄弟数二人
に画一化 されたとしている。
31994年の全国消費実態調査報告(総 務庁統計局)に よる
と,65歳以上のいる世帯の93.4%は住宅 ・宅地資産 を有
している。高齢者には金融資産 もあるが,金 額換算すれ
ば,住 宅 ・宅地資産が占める割合の方がはるかに大きい
ことが各種の調査で指摘されている。
4野口(1991)の調査(生 命保険文化セ ンター,1988年実
施:首 都圏在住55～65歳の有配偶者男性)に よれば,持
家世帯の相続を受けた割合は22.5%である。「若い世代の
東京の居住に関す る意識調査」(東京都住宅局,1998年実
施:都 内在住の25～39歳までの男女1240サンプル)に よ
れば,56.1%の人が何 らかの相続できる親の住宅がある
と回答 してい る。
5小川(2000)は経済学の視点から人口構成の変化 と住宅
需要の関係 を論 じているが,小 川の視点は高齢者の側に
あ り,子供の側の住宅需要の特性にまでは言及 していな
い 。
65年に1回 実施 される総理府の 「住宅 ・土地統計調査」
と同時に実施 されるもので,全 国の普通世帯 を対象に,
住宅 ・土地統計調査の対象か らさらに一定の手続きで無
作為に標本を抽出して実施される。
7本研究は,建 設省 より電子化 されたデータを所定の手続
きを経て借用 し,分析 を行った。
8ここでい う住宅改善とは,「家を建てる,買 う,借 りる」
「家 を建て直す」「家 を建てるために土地 を買 う」などの
住宅に関する何 らかの改善を意味する。
9住宅需要実態調査の集計にあたっては,標本に重み付け
をし,母集団に拡大することとなっている。
is住宅需要実態調査票の5つ の選択肢は以下のとお りであ
る。1相 続できる親の家があ り,その家を相続し,そ の
家に住む,2同,そ の家 を相続す るが,そ の家には住ま
ない,3同,同,そ の家に住むか どうか分か らない,4
相続できる親の家はあるが,そ の家 を相続す るつ もりは
ない,5相 続できる親の家はない。
11野口(1991)は,千 葉,神 奈川,都 下 などでは,相 続を
受けた世帯で所得が低い傾向があるのは,こ うした世帯
に農業や 自営業者が多いからだ と指摘 している。本研究
で使用 したデータでは職業が捕捉できないので,こ の点
は解明で きない。
12回答の選択肢で「具体的な計画がある」「具体的ではない
が考えている」と回答 したものをあわせて,住 宅改善の
計画 を持つ世帯とした。
is兄弟数2人 として,カ ップルのいずれかが長男 もしくは
長女である割合は3/4で,住宅相続が可能である。今回
調査の親世代持家率(65歳以上の者がいる世帯の持家率)
(29)
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81.5%×3/4=61.1%が相続可能性率である。ただし,
この場合 は,カ ップルが長男 と長女の場合に2つ の家を
相続す ることを含む。 もし,こ の重複がない とす ると,
兄弟数2人 であれば,親 世代の持家率=子 世代の相続可
能性率 となる。67%という値は両者の中間である。
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